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１０ 平成16年3月期      個別財務諸表の概要            平成 16 年 4 月 28 日 

 

上 場 会 社 名         大阪瓦斯株式会社                            上場取引所   東  大  名 
コ ー ド 番 号         9 5 3 2                                         本社所在都道府県 大阪府 
( ＵＲＬ  http://www.osakagas.co.jp )                            
代  表  者  役職名  取締役社長          氏名  芝野  博文 
問合せ先責任者  役職名  取締役経理部長      氏名  鈴間  能成    ＴＥＬ (06) 6205 – 4537 
決算取締役会開催日  平成 16 年 4 月 23 日 中間配当制度の有無           有 
定時株主総会開催日 平成 16 年 6 月 日 単元株制度採用の有無 有(１単元 1,000 株) 

（５月取締役会で決定の予定） 
 
１． 16 年 3 月期の業績（平成 15 年 4 月 1 日～平成16 年 3 月 31 日） 
(1)経営成績                                                               (百万円未満切捨) 
 売 上 高     営業利益 経常利益 
 百万円        ％ 百万円        ％ 百万円        ％ 
16 年 3 月期 
15 年 3 月期 

729,923     1.1 
722,240   △3.8 

67,356     1.3 
66,468  △18.6 

64,379    18.8 
54,177  △23.0 

 

 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益        

株主資本当 
期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 百万円        ％ 円  銭 円  銭 ％ ％ ％ 
16 年 3 月期 
15 年 3 月期 

39,475     55.1 
25,453   △32.5 

17.24 
10.77 

－  
－  

9.8 
6.4 

6.6 
5.5 

8.8 
7.5 

(注) ①期中平均株式数 16 年 3 月期 2,285,781,631 株  15 年 3 月期 2,357,853,049 株 
    ②会計処理の方法の変更   無 
     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(2)配当状況 

1 株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 
配当金総額 
(年 間) 配当性向 株主資本 

配 当 率     

  円 銭 円 銭  円 銭 百万円 ％ ％ 
16 年 3 月期 
15 年 3 月期 

6.00 
6.00 

3.00 
3.00 

3.00 
3.00 

13,583 
13,996 

34.8 
55.7 

3.3 
3.6 

 
(3)財政状態 
 総 資 産      株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円  銭 
16 年 3 月期 
15 年 3 月期 

977,805 
972,954 

417,741 
391,983 

42.7 
40.3 

187.24 
170.60 

(注) ①期末発行済株式数   16 年 3 月期 2,230,774,561 株  15 年 3 月期 2,297,328,044 株 
     ②期末自己株式数     16 年 3 月期   138,236,978 株    15 年 3 月期     71,683,495 株 
 
２．17 年 3 月期の業績予想(平成 16 年 4 月 1 日～平成17 年 3 月 31 日) 

１株当たり年間配当金  
売 上 高     経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  
 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭 
中 間 期 
通   期 

316,500 
727,500 

27,500 
75,000 

10,000 
40,000 

3.00 
――― 

――― 
3.00 

――― 
6.00 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)17 円 90 銭 
  ※上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき算出したものであり、今後様々

な要因により実際の業績が記載の予想数値と異なる可能性があります。なお、上記の業績予想に関
する事項は、添付資料の「10-1 経営成績 (3)次期の見通し」を参照して下さい。 

 



 ２５

１０－１ 経営成績 

  （１）ガス販売実績   

 家庭用では、暖冬の影響を受けて家庭用１戸当たりの平均月間使用量は前期を下回りま
したが、お客さま数が前期末に比べて６万８千戸増えたため､家庭用ガス販売量は前期に
比べ０.３％増の２３億４百万ｍ３となりました。 
業務用では、既存のお客さまの使用量増加や継続的な需要開発に努めました。冷夏およ

び暖冬の影響を受けた商業用は前期並みでしたが、工業用では前期に比べ１.３％増、公
用・医療用では前期に比べ１.６％増となった結果、業務用ガス販売量は前期に比べ     
１.１％増の５２億８千万ｍ３となりました。 
これらに他ガス事業者向けを加えた結果、全ガス販売量は前期に比べ１.０％増の  

７７億６千６百万ｍ３となりました。 
 

 
 

平成 15 年度 
(15/4～16/3) 

 
Ａ

平成 14 年度 
(14/4～15/3)

 
Ｂ Ａ－Ｂ 

Ａ／Ｂ 
(%) 

家 庭 用 ６,３１６ ６,２４８ ６８ 101.1 

業 務 用 ３１８ ３１４ ４ 101.2 

お客さま数 

〔取付ﾒ-ﾀ-数〕 

(千戸) 計 ６,６３４ ６,５６２ ７２ 101.1 

家 庭 用 ３４.３ ３４.５ △０.２ 99.5 1 戸当たり 
平均月間使用量 

(ｍ３/月) 全体平均 １０８.１ １０８.０ ０.１ 100.1 

家 庭 用 ２,３０４ ２,２９８ ６ 100.3 

業 務 用 ５,２８０ ５,２２２ ５８ 101.1 

 工業用 ３,７３５ ３,６８６ ４９ 101.3 

 商業用 ９８６ ９８６ ０ 100.0 

 公用･医療用 ５５９ ５５０ ９ 101.6 

他 ガ ス 
事業者向け １８２ １６８ １５ 108.8 

 ガ ス 

 販売量 

(百万ｍ3) 

計 ７,７６６ ７,６８７ ７９ 101.0 

[45MJ/m3表示] 
 

［参  考］・平均気温 
                (℃) 

平成１５年度 
(15/4～16/3) 

Ａ 
 平成１４年度 

(14/4～15/3) 
Ｂ Ａ－Ｂ 

 １７.１６ １６.８２ ＋０.３４ 

 



 ２６

（２）収支の概要                             
 

（単位：億円） 

対前期比較  対前期比較 
収     益 増 減 比 率

( % ) 
 費   用 増 減 比 率

( % ) 
 売 上 原 価 2,028 +43 102.2 
 供 給 販 売 費 

一 般 管 理 費 
3,131 △23 99.3 ガ ス 売 上 5,721  +28 100.5  

 計         5,159 +20 100.4 

受注工事 343  △10 96.9  受注工事 330 △10 96.9 
器具販売 975 +56 106.2  器具販売 960  +53 105.9 
そ の 他 259   + 2 100.9  そ の 他 175   + 4 102.8 

そ
の
他
売
上  計 1,577 +48 103.1    

そ 
の
他
費 
用  計 1,466 +47 103.3 

売 上 高 7,299 +76 101.1  営 業 費 用 6,625 +67 101.0 
  営 業 利 益 673 + 8 101.3 

営 業 外 収 益 77  + 2 103.7  営 業 外 費 用  107 △90 54.3 

収 益 計 7,376 +79 101.1  費 用 計 6,733 △22 99.7 

         

     経 常 利 益 643 +102 118.8 
      当 期 純 利 益 394 +140 155.1 

（億円未満切捨て） 
 

株主資本当期純利益率（ＲＯＥ）  ９.８％  [前期:  ６.４％] 
総資産当期純利益率（ＲＯＡ）  ４.０％  [前期:  ２.６％] 
株 主 付 加 価 値   （ＳＶＡ）  ２００億円[前期: ３６億円] 
フリーキャッシュフロー（＊）      ５６９億円[前期:１１３億円] 
（＊）フリーキャッシュフロー ＝ 営業活動によるキャッシュフロー － 設備投資による支出 

 

［参 考］ 
・売上原価の中の原材料費：１,８２１億円（前期比 ＋５億円、＋０.３％） 
・為替レ－トおよび原油価格 

 平成 15 年度 Ａ 
(15/4～16/3) 

平成 14 年度 Ｂ 
(14/4～15/3) 

Ａ－Ｂ 
 

為替レ－ト (円/$)  ※1 １１３.１９ １２１.９８   △８.７９ 
原油価格  ($/bbl)  ※2   ２９.４１   ２７.４０    ＋２.０１ 

※1：ＴＴＭレート   
※2：全日本ＣＩＦ価格 ただし、平成１５年度は３月分を速報値で計算した値。 



 ２７

（３）次期(平成１７年３月期)の見通し 
 

ガス販売量は、前期に比べ３.３％増の８０億２千万ｍ３となる見通しです。 
売上高はほぼ同水準の７,２７５億円となる見通しですが、経費の削減によって、営業利

益は前期に比べ１１.３％増の７５０億円となる見通しです。経常利益は営業外収支の改善
により前期に比べ１６.５％増の７５０億円となる見通しです。当期純利益は、固定資産の
減損会計の適用による特別損失の発生などにより前期に比べ１.３％増の４００億円とな
る見通しです。 
 

 平成１７年３月期見通し 対前期実績増減率 
ガ ス 販 売 量  ８,０２０百万ｍ３ ＋３.３％ 
売 上 高 ７,２７５億円 △０.３％ 
営 業 利 益 ７５０億円 ＋１１.３％ 
経 常 利 益 ７５０億円 ＋１６.５％ 
当 期 純 利 益 ４００億円 ＋１.３％ 

【想定原油価格：２８$/bbl、想定為替レート：１１０円/$】 

  

株主資本当期純利益率（ＲＯＥ）  ９.５％ 
総資産当期純利益率（ＲＯＡ）  ４.１％ 
株 主 付 加 価 値   （ＳＶＡ）  ２０３億円 
フリーキャッシュフロー        ５９６億円 

 

 

 

（４）次期(平成１７年３月期)設備投資計画 
 

 １７年３月期 
（計画） 

１６年３月期 
(実績) 

１７年３月期計画内容 

製 造 設 備    ３８億円 ２２億円 設備更新など 

供 給 設 備   ３８８億円 ３８９億円 輸送幹線、本支管敷設など 

業 務 設 備 等   ２４３億円 ５８億円 発電設備など 

合     計   ６６９億円 ４７０億円 
 



 ２８

１０－２ 個別財務諸表等 

(１)貸借対照表                                   （単位：百万円） 

 科    目 当 期 末 前 期 末 比較

(平成16年3月末) (平成15年3月末) 増減 比率(%)

（資　　産　　の　　部）

固     定     資     産 822,205 837,149 △14,943 98.2

有  形  固  定  資  産 601,674 628,771 △27,097 95.7

製 造 設 備 117,468 113,988 3,479 103.1

供 給 設 備 372,629 348,326 24,303 107.0

業 務 設 備 86,845 94,156 △7,310 92.2

附 帯 事 業 設 備 2,332 2,777 △445 84.0

休 止 設 備 1,532 1,532 － 100.0

建 設 仮 勘 定 20,866 67,990 △47,123 30.7

無  形  固  定  資  産 5,261 5,272 △10 99.8

特 許 権 0 0 △0 47.8

借 地 権 3,021 2,863 158 105.5

そ の 他 無 形 固 定 資 産 2,239 2,408 △168 93.0

投 資 そ の 他 の 資 産 215,269 203,105 12,164 106.0

投 資 有 価 証 券 73,708 43,791 29,916 168.3

関 係 会 社 投 資 75,461 73,850 1,611 102.2

関 係 会 社 長 期 貸 付 金 37,932 37,897 34 100.1

出 資 金 198 101 97 196.5

長 期 前 払 費 用 4,022 4,303 △280 93.5

繰 延 税 金 資 産 14,384 32,945 △18,561 43.7

そ の 他 投 資 10,646 11,240 △594 94.7

貸 倒 引 当 金 △1,084 △1,025 △58 105.7

流   　動   　資   　産 155,570 135,772 19,797 114.6

現 金 及 び 預 金 6,668 15,305 △8,636 43.6

受 取 手 形 1,545 788 756 196.0

売 掛 金 65,891 63,070 2,820 104.5

関 係 会 社 売 掛 金 5,063 5,050 13 100.3

未 収 入 金 16,170 14,388 1,781 112.4

製 品 84 86 △2 97.2

原 料 10,970 7,253 3,717 151.3

貯 蔵 品 8,234 10,391 △2,157 79.2

関 係 会 社 短 期 貸 付 金 18,239 － 18,239 －

関 係 会 社 短 期 債 権 1,451 4,568 △3,116 31.8

繰 延 税 金 資 産 11,624 8,615 3,008 134.9

そ の 他 流 動 資 産 10,251 6,851 3,399 149.6

貸 倒 引 当 金 △625 △598 △27 104.6

繰   　延   　資   　産 29 32 △2 91.5

社 債 発 行 差 金 29 32 △2 91.5

資    産    合  　計 977,805 972,954 4,850 100.5



 ２９

 （単位：百万円） 

 

 
科    目 当期末 前期末 比較

(平成16年3月末) (平成15年3月末) 増減 比率(%)

（負　　債　　の　　部）

固     定     負     債 361,583 416,098 △54,514 86.9

社 債 218,660 229,660 △11,000 95.2

長 期 借 入 金 100,066 115,091 △15,024 86.9

退 職 給 付 引 当 金 38,110 65,964 △27,854 57.8

ガ ス ホ ル ダ ー 修 繕 引 当 金 1,469 1,592 △122 92.3

そ の 他 固 定 負 債 3,277 3,790 △513 86.5

流     動     負     債 198,480 164,873 33,607 120.4

１年以内に期限到来の固定負債 13,978 22,413 △8,434 62.4

買 掛 金 11,356 9,634 1,721 117.9

未 払 金 20,702 21,725 △1,023 95.3

未 払 費 用 56,322 45,505 10,816 123.8

未 払 法 人 税 等 22,752 13,077 9,675 174.0

前 受 金 7,155 8,425 △1,269 84.9

預 り 金 1,108 2,729 △1,620 40.6

関 係 会 社 短 期 借 入 金 21,662 － 21,662 －

関 係 会 社 短 期 債 務 12,863 14,400 △1,537 89.3

コ マ ー シ ャ ル ・ ペ ー パ ー 26,000 24,000 2,000 108.3

そ の 他 流 動 負 債 4,579 2,962 1,616 154.5

負     債     合     計 560,064 580,971 △20,907 96.4

（資　　本　　の　　部）

資        本   　　　金 132,166 132,166 － 100.0

資   本   剰   余   金 19,482 19,482 0 100.0

資 本 準 備 金 19,482 19,482 － 100.0

そ の 他 資 本 剰 余 金 0 － 0 －

自 己 株 式 処 分 差 益 0 － 0 －

利   益   剰   余   金 282,269 256,637 25,632 110.0

利 益 準 備 金 33,041 33,041 － 100.0

特定資 産買換等圧縮積立金 224 224 － 100.0

特定ガス導管工事償却準備金 1,983 2,289 △306 86.6

海 外 投 資 等 損 失 準 備 金 6,222 6,227 △4 99.9

原 価 変 動 調 整 積 立 金 89,000 89,000 － 100.0

別 途 積 立 金 62,000 62,000 － 100.0

当 期 未 処 分 利 益 89,796 63,853 25,943 140.6

株 式 等 評 価 差 額 金 25,228 4,802 20,426 525.4

その他 有価証券評価差額金 25,228 4,802 20,426 525.4

自     己     株     式 △41,406 △21,104 △20,301 196.2

自 己 株 式 △41,406 △21,104 △20,301 196.2

資 　　本 　　合   　計 417,741 391,983 25,758 106.6

負　債  ・  資  本  合  計 977,805 972,954 4,850 100.5



 ３０

（２）損益計算書                                （単位：百万円） 

 当期 前期 比    較
科　　　　　　目 (15/4～16/3) (14/4～15/3) 増  減 比率(%)
 製　　品　　売　　上 572,127 569,260 2,866 100.5

営    ガ　　ス　　売　　上 572,127 569,260 2,866 100.5
 売　　上　　原　　価 202,805 198,418 4,387 102.2
　　(売　上　総　利　益) ( 369,321) ( 370,842) ( △1,521) ( 99.6)

経  供　給　販　売　費 236,197 244,554 △8,356 96.6
業  一　般　管　理　費 76,915 70,885 6,030 108.5

 　 (事　業　利　益) ( 56,208) ( 55,403) ( 805) ( 101.5)
 営　業　雑　収　益 132,458 127,545 4,912 103.9

常    受 注 工 事 収 益 34,333 35,414 △1,081 96.9
損    器 具 販 売 収 益 97,505 91,827 5,677 106.2

   その他営業雑収益 619 303 315 204.0
 営　業　雑　費　用 129,067 124,812 4,255 103.4

損    受 注 工 事 費 用 33,050 34,112 △1,062 96.9
益    器 具 販 売 費 用 96,017 90,699 5,317 105.9

 附 帯 事 業 収 益 25,337 25,433 △96 99.6
 附 帯 事 業 費 用 17,580 17,102 478 102.8

益 　　(営　業　利　益) ( 67,356) ( 66,468) ( 887) ( 101.3)
 営　業　外　収　益 7,759 7,481 277 103.7
   受　 取 　利　 息 452 458 △6 98.6

営    有 価 証 券 利 息 － 55 △55 0.0
の    受　取　配　当　金 1,070 1,142 △72 93.7

業    賃　貸　料　収　入 1,494 1,657 △162 90.2
   投資有価証券売却益 1,509 － 1,509 －

部 外    雑　　　収　　　入 3,231 4,167 △935 77.6
 営　業　外　費　用 10,736 19,772 △9,035 54.3

損    支 　払　 利 　息 1,461 1,505 △43 97.1
   社 　債 　利 　息 3,625 2,777 848 130.5

益    社 債 発 行 差 金 償 却 2 1 1 178.1
   社 債 発 行 費 償 却 － 201 △201 0.0
   社　債　償　還　損 3,742 － 3,742 －
   投資有価証券 評価損 － 7,749 △7,749 0.0
   関係会社投資有価証券評価損 － 4,361 △4,361 0.0
   雑　　　支　　　出 1,904 3,175 △1,271 60.0
 　　(経　常　利　益) ( 64,379) ( 54,177) ( 10,201) ( 118.8)

特  特　　別　　利　　益 362 285 76 126.7
別    固 定 資 産 売 却 益 362 285 76 126.7
損  特　　別　　損　　失 3,503 13,647 △10,143 25.7
益    固 定 資 産 売 却 損 3,372 456 2,916 739.2
の    固 定 資 産 圧 縮 損 130 232 △101 56.3
部    早 期 退 職 費 用 － 12,958 △12,958 0.0

(税引前当期純利益) ( 61,238) ( 40,816) ( 20,421) ( 150.0)
法　人　税  等 17,800 14,400 3,400 123.6
法 人 税 等 調 整 額 3,962 963 2,999 411.4
当 期 純 利 益 39,475 25,453 14,021 155.1
前 期 繰 越 利 益 57,212 45,504 11,707 125.7
中　間　配　当　額 6,890 7,104 △213 97.0
当 期 未 処 分 利 益 89,796 63,853 25,943 140.6

(注)「個別財務諸表の概要」の「１．１６年３月期の業績(１)経営成績」の売上高欄の数値は、
    製品売上・営業雑収益・附帯事業収益の合計値です。
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（注記） 

１．重要な会計方針 

(1) 有形固定資産の減価償却は、定率法によっています。 

ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については、定額

法を採用しています。 

 

(2) 有価証券の評価は、次によっています。 

子会社株式及び関連会社株式     移動平均法による原価法 

その他有価証券 

     時価のあるもの          決算日の市場価格等に基づく時価法 

            （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定しています） 

     時価のないもの            移動平均法による原価法 

 

(3) 製品の評価は、総平均法による原価法、原料及び貯蔵品の評価は、移動平均法による原価法

によっています。 

 

(4) 重要な引当金の計上は、次によっています。 

退 職 給 付 引 当 金      従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債 

務及び年金資産の見込額に基づき、当期末において発生して 

いると認められる額を計上しています。 

 

ガスホルダー修繕引当金    球形ガスホルダーの周期的な修繕に要する費用の支出に備え 

るため、前回の修繕実績額に基づく次回修繕見積額を、次回 

修繕までの期間に配分計上しています。 

 

(5) リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。 

 

(6) 消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。 

 

２．有形固定資産の減価償却累計額  1,534,104 百万円 （前期末 1,477,467 百万円） 

 

３．保証債務                            7,550 百万円 （前期末  8,445 百万円） 

  社債及び借入金の債務履行引受契約等に係る偶発債務   82,706 百万円 

                      （前期末  121,454 百万円） 
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１０－３ 有価証券 

子会社及び関連会社株式で時価のあるもの   

(１) 当期末（平成 16 年 3 月 31 日） 
 貸借対照表計上額 時価 差額 

子会社株式 1,241 百万円 3,354 百万円 2,112 百万円 
 

(２) 前期末（平成 15 年 3 月 31 日） 
 貸借対照表計上額 時価 差額 

子会社株式 1,241 百万円 3,255 百万円 2,013 百万円 
 

１０－４ 利益処分案（単位：百万円） 
 平  成  １５  年  度 

(15/4～16/3) 

平  成  １４  年  度 

(14/4～15/3) 

当 期 未 処 分 利 益 

特定資産買換等圧縮積立金取崩し 

特定ガス導管工事償却準備金取崩し 

海 外 投 資 等 損 失 準 備 金 取 崩 し 

     合             計 

 

これを次のとおり処分します。 

利 益 配 当 金 

 (１株につき) 

 

取 締 役 賞 与 金 

次 期 繰 越 利 益 

８９，７９６ 

７ 

３０６ 

４ 

９０，１１４ 

 

 

６，６９２ 

(３円) 

 

６０ 

８３，３６２ 

６３，８５３ 

 

３０６ 

４ 

６４，１６４ 

 

 

６,８９１ 

(３円) 

 

６０ 

５７，２１２ 

（注）１．平成１５年１１月２８日に６,８９０百万円（１株につき３円）の中間配当を実施い

たしました。 

      ２．特定資産買換等圧縮積立金、特定ガス導管工事償却準備金および海外投資等損失準
備金の取崩し額は、租税特別措置法の規定に基づくもの等であり、税効果相当分調

整後の金額により表示しています。 

    ３．その他資本剰余金の全額は、次期に繰り越すことといたします。 

 

１０－５ 役員の異動 
     ５月中を目途に、可能になり次第開示します。 

以 上 
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